


工 事 名

建築工事特記仕様書【機械設備工事編】　沖縄県土木建築部 暴力団員等による不当介入の排除対策 本工事の予定価格に占める法定福利費概算額について

令和6年7月改定版
　受注者は、当該工事の施工に当たって「沖縄県土木建築部発注工事における暴力団員等による不当介入の排除
手続きに関する合意書」（平成19年７月24日）に基づき、次に掲げる事項を遵守しなければならない。なお、違反
したことが判明した場合は、指名停止等の措置を行うなど、厳正に対処するものとする。

ア

１ 工事概要

（１）  ：

（２） ： ア　暴力団員等から不当要求を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに監督員に報告するとともに、
所轄の警察署に被害の届出を行い、捜査上必要な協力を行うこと。（３）

建築物の名称 構造及び階数 延べ面積 用途区分 イ　暴力団員等から不当要求による被害又は工事妨害を受けた場合は、速やかに監督員に報告するとともに、
所轄の警察署に被害の届出を行うこと。（ｍ2） 消防法施行令別表第一

ウ　暴力団員等に対する排除対策を講じたにもかかわらず、工事に遅れが生じるおそれがある場合は、速やかに
監督員と工程に関する協議を行うこと。

（３）ウィークリースタンスの実施

計 　工事現場環境に関しては、ウィークリースタンス実施要領の３．取組内容について、業務着手時の打合せ時に
確認、調整し、取組内容を設定すること。なお、取組内容は打合せ記録簿へ記録し、受発注者で共有すること。
　当該要領については、沖縄県技術・建設業課のホームページ（下記アドレス）を参照すること。
　https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/gijiken/kankeitosyo.html

（注：延べ面積は建築基準法による表記）

（４）工事科目（○印を付けたものを適用する）

工事科目 建物別及び屋外

屋外

　空気調和設備

　換気設備 ア

　排煙設備

　自動制御設備

　衛生器具設備 イ

　給水設備

　排水設備

　給湯設備 ウ

　消火設備

　ガス設備

　厨房機器設備 本工事の請負代金額の変更協議をする場合及び本工事と関連する工事を本工事受注者と随意

　浄化槽設備 　契約する場合の取扱いについて

　エレベーター設備

　小荷物専用昇降機設備

　エスカレーター設備

　撤去工事 県産資材の優先使用

　発生材処理

　軽微な電気設備工事

　軽微な建築工事

（７）下請業者の県内企業優先活用

（８）不発弾等発見時の処理について

２ 本工事の設計時期 ダンプトラック等による過積載等の防止について

　本工事の設計書は、 時点での沖縄県土木建築部建築工事積算基準及び ア　工事用資機材等の積載超過のないようにするとともに交通安全管理を十分に行うこと。

の公共工事設計労務単価等に基づいて作成している。 イ　過積載を行っている資材納入業者から、資材を購入しないこと。

ウ　資材等の過積載を防止するため、資材の購入等に当たっては、資材納入業者等の利益を不当に害することの
ないようにすること。３ 機械設備工事仕様

（１）標準仕様書等 エ　さし枠の装着又は物品積載装置の不正改造をしたダンプカーが、工事現場に出入りすることのないように
すること。ア　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築工事標準

仕様書（機械設備工事編）」（令和４年版）（以下「標準仕様書」という。）、「公共建築改修工事標準仕様
書（機械設備工事編）」（令和４年版）（以下「改修標準仕様書」という。）及び「公共建築設備工事標準図
（機械設備工事編）」（令和４年版）（以下「標準図」という。）による。

オ

（２）特記仕様

ア 不正軽油の使用の禁止等について

イ　特記事項のうち選択する事項は「・」又は「※」に○印が付いたものを適用する。ただし、○印のない場合
は「※」を適用する。「・」と「※」の両方に○印がある場合は、ともに適用する。

ア

ウ　項目に記載の（ ． ． ）内の表示番号は標準仕様書の当該項目を参考まで示している。

４　その他 設計図書における資材等の取扱いについて

（１）公共事業労務費調査に対する協力 ア

ア

イ

ウ

（12）ガイドライン等の遵守について

　設計変更等については、契約書18条から24条に記載しているところであるが、その具体的な考え方や
手続きについては、「工事請負契約における設計変更ガイドライン（営繕工事編）」（沖縄県土木建築
部）によるものとする。

イ本工事に建築工事を含む場合、建築工事は「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」（令和４年版）及び
「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）」（令和４年版）による。

　項目の番号に○印が付いた特記事項を適用する。

　本工事が公共事業労務費調査の対象工事となった場合は、調査票等に必要事項を正確に記入し提出する等、
必要な協力を行わなければならない。また、本工事の完成後においても同様とする。

イ調査票等を提出した事業所を事後に訪問して行う調査・指導の対象になった場合は、その実施に協力しなけ
ればならない。また、本工事の完成後においても同様とする。

ウ　公共事業労務費調査の対象工事となった場合に正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従っ
て就業規則を作成すると共に賃金台帳を調製・保存する等、日頃より雇用している現場労働者の賃金時間管
理を適切に行っておかなければならない。

エ　本工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請工事の受注者（当該下請工事の一部に係る
二次以降の下請人を含む。）がアからウまでと同様の義務を負う旨を定めなければならない。

（２）

工事監理業務への協力等（４）

（５）

　　本工事の工事監理業務（建築工事監理業務委託契約に基づき、建築士法第2条第8項並びに同法第18条
第3項に掲げる工事監理を行う業務をいう。以下同じ。）は、別途委託契約を締結することとしており、
本工事の現場代理人等は、当該工事監理業務の履行に協力すること。

　工事監理業務の受注者が配置した管理技術者、主任担当技術者並びに担当技術者（以下「管理技術者等」
という。）の氏名等は発注者から通知する。なお管理技術者等は本工事に関する指示・承諾・協議の権限は
有しない。

　設計図書において監督員に提出することとなっている書類は、原則として管理技術者等に提出すること。

エ　建設業法第23条の２の規程に基づく工事監理に対する報告の書類は、監督員に提出すること。

　本工事の請負代金額の変更協議をする場合及び本工事と関連する工事を本工事受注者と随意契約する場合に
あたって、変更協議または関連する工事の予定価格の算定は、本工事の請負比率（元契約額÷元設計額）を
変更設計額または関連工事の設計額に乗じた額で行う。

（６）

　本工事に使用する資材等のうち、沖縄県内で生産、製造され、かつ、規格、品質、価格等が適正である場合は
これを優先して使用するよう努めなければならない。なお、主要建設資材の使用状況を「県産建設資材使用状況
報告書」にて報告すること。

　受注者は、下請契約の相手方を県内企業（主たる営業所を沖縄県内に有する者。）から選定するように努めな
ければならない。

　本工事において、不発弾等が発見された場合には、警察署（交番、駐在所）に報告すると共に、監督員を通して
関連市町村（防災主管課）、沖縄県知事公室防災危機管理課及び沖縄県土木建築部技術・建設業課に
報告すること。また、発見された不発弾等については、警察署または自衛隊より指示等があるまでは、触れずに
そのままの状態で保存すること。
　なお、これについては、下請業者へも周知すること。

（９）

　「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」（以下「法」という。）の
目的に鑑み、法第12条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進すること。

カ　下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するに当たっては、交通安全に関する配慮に欠けるもの又は
業務に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除すること。

　アからカのことにつき、下請契約における受注者を指導すること。キ

（10）

（11）

　受注者は、工事の施工に当たり、工事現場で使用し、若しくは使用させる車両（資機材等の搬出入車両を
含む。）又は建設機械等の燃料として、不正軽油（地方税法第144条の32の規定に違反する燃料をいう。）
を使用し、又は使用させてはならない。

イ　受注者は、県の税務当局が実施する使用燃料の抜取調査に協力しなければならない。

　本工事の設計図書及び参考図に示す資材等については、特定企業の製品又は工法を指定するものではない。

　本工事で使用する資材等については、設計図書及び参考図のとおりの品質規格・仕様等で積算しており、
その品質規格・仕様等と同等品以上の資材を使用すること。なお、使用にあたっては監督職員の承諾を得る
ものとする。

　「参考図」は建設工事請負契約約款第１条に定める設計図書ではなく、発注者の積算の透明性を確保し
入札者の積算、工事費内訳書作成の効率化を図ることを目的に「参考資料」として提示するものである。

（13）

　受注者は、契約締結後１５日以内に、監督員を経由して請負代金内訳書を提出し、請負代金内訳書には、
工事現場に従事する現場労働者に係る社会保険料（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険をいう。）の
内の事業主が納付義務を負う保険料（以降「法定福利費」という。）を明示すること。
　また、明示する法定福利費の算出に当たっては、各専門工事業団体が作成した標準見積書に沿って作成
された法定福利費を内訳明示した下請企業の見積りの活用等の方法により適正に見積もることが必要であり、
「法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順」に準拠する等により適切に算出すること。

イ　発注者は、受注者から提出された請負代金内訳書に明示された法定福利費と予定価格に占める法定福利費
概算額について確認を行い、「一定以上の乖離がある場合」は、受注者に対して説明を求め、場合によっては、
建設業法第19条の３に違反するおそれがないか確認します。
【法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順（国土交通省HP）】
　https://www.mlit.go.jp/common/001090440.pdf
【法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順（簡易版）（国土交通省HP）】
　https://www.mlit.go.jp/common/001203247.pdf
【各団体が作成した標準見積書（国土交通省HP）】
ホーム>政策・仕事>土地・建設産業>建設産業・不動産業>各団体が作成した標準見積書
　https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000082.html
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（仮称）粟国村教員住宅新築工事（南棟Ｂ）

粟国村字東５２７番地（外１筆）
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工事年度

図面番号

名称

資格者氏名

登録番号

所在地

設
　
計
　
者

製　図設　計

工事名称

粟国村字東５２７番地（外１筆）

粟国村教育委員会

沖縄県沖縄市山内3-23-15

一級建築士大臣登録第363341号

一級建築士事務所（知事）登録第12X-3095号

㈱ 建築設計同人 匠才庵

落合　隆文

図面名称
縮　　尺

NO SCALE

特記仕様書（機械設備）-1

（仮称）粟国村教員住宅新築工事（南棟Ｂ）
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